
平成２８年９月１日発行 第３８２号（１７１号） 

 

 

未来を語り 未来を創り 未来に残す。 

                                税務調査の前に納税者権利憲章の制定を法律化すべきである 

企業繁栄のアドバイザー 

日本の農産物高くても買いましょう。それは日本の自然環境と生命、
健康等を守ることです。（日本の農産物を高く買う国民運動連盟）    

 
 

 

 

 

 

 

 

 

毎日暑い日が続いていますが、朝夕は少しずつですが涼しくなり秋の気配

を感じますね。屋根のブルーシートが少しずつ少なくなり瓦替えが進んで

いるようです。いかに熊本地震が大きかったかは下記の被害状況を見れ

ば平成16年新潟中越地震よりも大きいことが分かります。また周期が短く

なっているとのことです。地震は、 

Ｈ７年 Ｈ１６年 Ｈ２３年 Ｈ２８年 Ｈ３１年
９年 ７年 ５年 ３年  

(１)熊本県の農林水産業の被害状況 

 

 

 

 

 

 

 

 
    

(２)平成２８年熊本地震からの復旧・復興プラン策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

当事務所は今年度の 1 つの経営理念として他の会計事務所との差

別化を図り、顧問先様により喜んでもらえる業務体制への変換、い

わば事務所内の改革を目標に掲げておりますが、その取り組みのう

ちの1つとして「MAP経営シミュレーションシステム」を導入するこ

とに致しました。 

「MAP経営シミュレーションシステム」とは？  

従来の税務会計業務に加えて、経営計画 

業務のご提案を行います。 

先行き不透明なこの時代を乗り切る為、 

貸借対照表や損益計算書から今の経営 

状態を把握し、今後社長ら経営陣が会社 

をどうしていきたいか細かく聞き取りを行い課題を明確にすること

で長期にわたる経営計画書の作成が可能となります。 

興味のある方は業務担当者へお早目にお問い合わせください。 

年内は（特別割引制度）で診断は無料です。 

 

 
    
熊本県では、熊本地震における被災者の復興を支援するため、個

人事業税について、次のような減免措置を設けています。 

１ 震災により事業用資産に損害を受けた場合 

前年の事業所得が 1,000 万円以下であり、震災により事業用資産

にその価格の２分の１ 以上の損害を受けた場合に、前年の事業所

得に応じて下記の割合で減免します。 

 

 

 

 

 
   
２震災により住宅または家財にその価格の２分の１ 以上の損害を

受けた場合 

前年の合計所得金額が 500 万円以下であり、震災により自己の所

有する住宅または家財にその価格の２分の１ 以上の損害を受けた

場合は、課税額全額を免除します。 

 

 

 

 

 

 

 

 
    
詳しくは熊本県のHP 

「熊本地震に係る個人事業税の減免制度に関するＱ＆Ａ」をご覧くださ

いhttp://www.pref.kumamoto.jp/kiji_15413.html 

 

 

 
   
税務調査のシーズンとなりました。 

これから秋にかけては税務調査の増える時期となります。これは、税務署

が7月から新しい税務年度となり、人事異動のゴタゴタやお盆休みの時期

が落ち着いて、税務調査を本格化できるようになるためです。しかし、今

年は熊本地震の影響で税務調査どころではないですね。 
 
＜調査前＞ 

①まず、調査官の氏名と部署と連絡先を確認してください。 

そして調査日の日程が合わないときは別の日に調査を受けるようにお互

いが連絡するようにしてください。 
 
②調査の前に、3 年間又は 5 年間の総勘定元帳、領収書、請求書、伝票

等、売上・仕入の補助簿といった帳簿書類を年度ごとに整理整頓しておき

ましょう。→質問等があった場合にすぐ提出や回答したりするためにです。 
 
＜調査時＞ 

③質問には言われたことのみ答えるようにして下さい。 
 
④株主総会や取締役会議事録等社内手続きの議事録等の確認作業をして

おいてください。 
 
⑤とたんにじょう舌になる社長さんは要注意です。 

 世間話、余計なことをしゃべりすぎないようにしましょう。 
 
⑥調査官へのお茶等は、その後の展開を良くする！ ？  

常識の範囲内で、お茶等をお出し下さい。 

また、調査官への昼食の用意はまったく必要ありません。 

残暑お見舞い申し上げます 

MAP経営に取り組みます 

個人事業税の減免等について 

平成27年の事業所得額 減免の割合

500万円以下 税額の100％

500万円超750万円以下 税額の50％

750万円超1,000万円以下 税額の25％

 

減免フローチャート 

                   ＹＥＳ    

                                          ＹＥＳ  
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事業所得金額が 1,000

万円以下である 

合計所得金額が 500

万円以下である。 

事業用資産に被害

を受けた 

住宅又は家財に被

害を受けた 

住宅又は家財に、その

価格の２分の１以上

の損害を受けた。 

減免対象外です。 

事業用資産の価格の

２分の１以上に損害

を受けた。 

減
免
の
対
象
で
す
。 

税務調査について 

http://www.pref.kumamoto.jp/kiji_15413.html
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チラシ配布希望者は

担当者まで♪ 

 

税務調査の前に納税者権利憲章の制定を法律化すべきである 

＜税務調査の一般的な流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

平成 28 年 9 月分（10 月納付）～ 厚生年金保険の保険料率が引上げら

れます。   
厚生年金保険料の計算式 

標準報酬 × 厚生年金保険料率 ＝ 厚生年金保険料  
厚生年金保険料率は、2004年10月以降、毎年9月に0.354％ずつ引き上

げられ、平成29年9月以後は18.3％に固定される予定となっています。 

平成28年 9月1日（10月納付分）からは、一般労働者の厚生年金保険

料率が 18.182％に引上げられます。実際には会社と個人とで半分ずつの

負担となるので、労働者が負担する分の厚生年金保険料率は9.091％とな

ります。（※坑内員・船員の厚生年金保険料率は異なります。） 

＜一般の厚生年金保険料率＞「http://tosyakyo.or.jp/kouhou/shinpou/1508/p3.html」参照 

 

 

 

 

 

 

 

 
     

8月5日～ 21日まで日本国内でも大きな盛り上がりを見せた 

リオオリンピック。日本は、金メダル１ ２個・銀メダル８個・銅メダ

ル２１ 個と史上最多となる合計４１ 個のメダルを獲得するなど素晴

らしい成績を収めました。 

そんなメダリスト達へ報奨金が出るのはご存じでしょうか？  

金・銀・銅の順に 500 万円・200 万円・100 万円。さらに JOC に加

盟している団体からも貰え、多い競技だと 5,000 万円貰える競技も

存在します。 

しかし、功績を称えるための報奨金にも税金というものは付きまとい

ます。税金がかからない「非課税枠」というものが設けられており、

それを超える部分に関しては課税の対象となるのです。 

非課税枠は金・銀・銅の順に 300 万円・200 万円・100 万円となっ

ております。金メダルをとったら最低でも500万円から300万円を差

し引いた200万円には課税されることになります。 

日本を代表して戦った選手の功績に対して全額免除できないのは残

念にも思いますが、何か話題のタネになればとご紹介させて頂きま

した。 

 

 

 
   
 

 

 

日時：平成２８年９月１６日（金） １３：３０～  

場所：国際交流会館５Ｆ大広間Ａ 

講師：事業承継の成功事例 ㈲前田牧場 代表取締役 前田裕幸 様  

獣医師から見た肥育経営について 佐々畜産 佐々隆文 様 

 

 

 

 

今年の西親会ゴルフコンペは中止させて頂きます。楽しみにされて

おりました方、大変申し訳ありません。また来年どうぞ宜しく御願

い致します。 

＜企業シリーズ Ｎｏ．２３９＞ 

事前調査

国税局・税務署内で行う分析・比較

【調査対象の選択ポイント】
①業績や事業規模の推移
②同業他社との比較
③調査重点業種
④内部告発などにより、不正行為の疑いがある
⑤長期間調査されていない
⑥申告書の記載内容に誤りがある など

実地調査

一般調査 反面調査

帳簿・書類等の検証や
事務所等への立入調査

銀行・取引先等の調査

＊任意調査・・・国税通則法を根拠とした調査
＊強制調査・・・国税犯則取締法を根拠とした調査

こんなものが調査される！

帳簿書類、領収書、請求書、契約書などの証憑類、会社の現金や預金
通帳、受取手形、有価証券、棚卸資産などの現物 など

オリンピックこばなし 

報奨金(JOC+α) 非課税枠 課税対象

金メダル ５００万円＋α ３００万円 ２００万円＋α

銀メダル ２００万円＋α ２００万円 α

銅メダル １００万円＋α １００万円 α

厚生年金保険料について 

一般の厚生年金保険料率　17.828％　→　18.182％ (折半時、9.091％ )

坑内・船員　　　〃　　　17.936％　→　18.184％ (折半時、9.092％ )

平成１９年
９月

平成２０年
９月

平成２１年
９月

平成２３年
９月

平成２４年
９月

平成２５年
９月

平成２６年
９月

平成２７年
９月

平成２８
年９月

18.3％で固定化予定
厚生年金
保険料率

厚生年金
保険料率

17.12% 17.47% 17.83% 18.18%

15.00% 15.35% 16.06% 16.41% 16.41% 16.77%

平成２２年
９月

平成２９年９月以降

九州農業経営研究会 講演会 

費用：無料      ※詳しくは別紙にてご確認ください 

ゴルフコンペ中止のお知らせ 

http://tosyakyo.or.jp/kouhou/shinpou/1508/p3.html

